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第１項 計画の概要 

 

 １ 計画策定の趣旨 

    本町では、令和８年３月に新たに第９次総合計画「きらりのぎプラン」を策定し、

町の将来像である「水と緑と人の和でうるおいのあるまち」の実現に向けて、「やさ

しさとやすらぎに満ちた明るいまち」を目指し、３つの重点施策である「安全・安心

のまちづくり」・「少子高齢化対策」・「町の活性化策」を優先的に取り組み、一歩ずつ

歩みを進めているところです。 

    政府は「経済財政運営と改革の基本方針 2025」において、「今日より明日はよくな

る」と実感できる社会の実現を目指し、①物価上昇を上回る賃上げの普及・定着、②

地方創生 2.0 の推進及び地域における社会課題への対応、③「投資立国」及び「資産

運用立国」による将来の賃金・所得の増加、④国民の安心・安全の確保、⑤持続可能

な経済社会の実現を５つの柱として掲げており、当面の経済財政運営と令和８年度予

算編成に向けた考え方として、米国の関税措置への対応や当面の物価高への対応を始

め、経済財政運営に万全を期すこととしています。 

歳入面では、歳入の根幹となる町税については、令和６年度決算では、前年度と比

較して、個人住民税が定額減税の影響により 6.9％の減だったものの、法人住民税が

13.1％の増、固定資産税が 7.8％の増となったことにより、町税全体では 2.7％の増と

なりました。 

今後の見通しについては、野木第二工業団地内企業が本格稼働を始め、すでに課税

がされ始めていることから、固定資産税の大幅な増収は見込めない状況にあります。

また、町税以外については、引き続き国県補助金や有利な地方債を最大限活用すると

ともに、幅広い視点から新たな財源を創出していく必要があると考えます。 

歳出面では、令和６年度決算では、前年度と比較して、補助費については減少した

ものの、給与改定に伴う人件費や、住民税非課税世帯への給付金事業や定額減税調整

給付金事業により扶助費が増加しています。 

今後の見通しについては、投資的経費では、公共施設の老朽化に伴う長寿命化・大

規模改修、防災・減災に向けた強靭化などによる増加が見込まれ、義務的経費では、

医療・介護給付費・障がい者への支援事業費などの国の制度に伴う社会保障関連経費

などが含まれる扶助費の増加が見込まれます。このほか、深刻さを増す気候変動や、

多様化・複雑化する行政課題への対応するための経費増大など、引き続き厳しい財政

状況が継続するものと想定されます。 

このような状況下ではありますが、町政運営にあたっては、町民ニーズに的確かつ

迅速に対応するとともに町民生活に不可欠なサービスを継続的かつ安定的に供給する

ため、持続可能な財政運営を実現していかなければなりません。 

つきましては、将来的な財政運営の健全性を確保しつつ、総合計画・国土強靭化計

画等に掲げられている事業を実施するための指針として、本財政計画を策定するもの

です。 
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 ２ 計画策定の基本的な考え方 

 

  （１）計画策定の基本方針 

     本計画は、一般会計について令和６年度決算を基に、歳入は財源別により、

歳出は性質別の体系で試算いたします。 

     また、本町のまちづくりの基本である第９次総合計画「きらりのぎプラン」

の基本計画に沿って策定します。 

 

  （２）計画期間 

     計画期間は、現下の流動的な社会状況等から中期計画とし、令和８年度か

ら令和 12年度までの５年間とします。 

      
 

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

第９次 

野木町総合計画 

基本構想 
  

         

基本計画 

          

野木町総合戦略 
          

野木町財政計画 

          

  

 
第２項 本町の財政状況（令和元年度～令和６年度） 

 

１ 主な歳入の状況 

 

（１）町税 

歳入の根幹である町税収入は、令和元年度以降は横ばい傾向にあり、令和６年度

決算では、38億 7,232万円と前年と比較し 2.7%の増加となりました。 

これは、個人町民税は減少しているものの、固定資産税が増加していることによ

るものです。 

 

（２）地方交付税 

地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民に

も一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するための制度で、地方の固有

財源であるとされています。 

本町における地方交付税は、社会福祉費の増加等により需要額と収入額の差が大

きくなり、近年増加傾向にあります。 

諸計画 
年度 

10年間 

前期：５年間 後期：５年間 

第４期（R8～R12）：５年間 

５年間 
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   （３）国庫支出金・県支出金 

国庫支出金及び県支出金は、特定の事務事業に対し、公益性があると認め、その

事業の実施に資するため交付する給付金であるとされています。 

国庫支出金及び県支出金は国や県の施策の影響を受けますが、国や県からの収入

が充てられる扶助費等の増加の影響により、全体的に増加傾向にあります。特に令

和２年度以降では、新型コロナウイルス感染症や物価高騰に対応するための国庫支

出金の増加の影響が見られます。 

 

 

   （４）町債 

 町債は、地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達することによって

負担する債務で、その返済が一会計年度を超えて行われるものをいいます。 

本町では、道路新設改良事業や公共施設整備事業の財源の一部として活用してい

ます。主な事業債は、令和元年度は、野木第二工業団地内道路整備事業債５億 5,520

万円、令和２年度は、二級幹線４号線（第一松原踏切）改良事業債 7,330万円、令

和３～４年度は、消防ポンプ自動車購入事業債がそれぞれ 1,941万円と 2,050万円、

令和５年度は、基盤整備促進事業債 3,000万円、令和６年度は佐川野小学校校舎外

壁改修事業債 4,590万円となっています。 

 

 

 

一般会計歳入決算額の推移（令和元年度～令和６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲与税・交付金：地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消 

費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金 
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２ 主な歳出の状況 

 
（１）人件費（義務的経費） 

人件費については、議員等の報酬、特別職の給料等、一般職の給料、職員手当等、

共済費などで構成されています。 

令和元年度から令和５年度においてはほぼ横ばいで推移してきましたが、会計年

度任用職員の勤勉手当支給開始等に伴い、令和６年度は 15 億 8,741 万円と前年と

比較し 5.5％の増となりました。 
  

（２）扶助費（義務的経費） 

扶助費については、人件費同様歳出に占める割合が高く、近年では特に新型コロ

ナウイルス感染症に対応するための子育て世帯支援給付金や低所得世帯向け給付

金、物価高騰に対応するための定額減税調整給付金等が歳出規模拡大の主要因とな

っています。 

令和６年度決算額は 23億 8,078万円で、令和元年度と比較し＋47.6％、7億 6,743

万円の増となっています。 
 

（３）公債費（義務的経費） 

公債費については、借り入れた町債の元利償還金であり、令和６年度決算額は６

億 8,378万円で、令和元年度と比較し＋14.3％、8,558万円の増となっています。 

増加要因については、大規模建設事業等の実施に係る町債や普通交付税の一部を

振替える臨時財政対策債の償還によるものとなっています。 

 

（４）投資的経費 
投資的経費については、施設整備費等のストックとして将来に残るものに支出さ

れる経費であり、事業の実施状況により年度ごとに大きく変化します。特に歳出額

の大きい令和元年度は、野木第二工業団地造成事業の 5億 5,521万円が主な増加要

因となっています。 

 

（５）物件費 

物件費については、人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の需用費、役務

費、委託料などの消費的性質の経費であり、令和６年度決算額は 15 億 5,127 万円

で、令和元年度と比較し 18.3％、２億 4,005万円の増となっています。 
 

（６）補助費等 

補助費については、個人に対する補助金や各種団体に対する助成金、一部事務組

合への負担金等で構成されており、令和６年度決算額は 16 億 2,885 万円で、令和

元年度と比較し 80.3％、７億 2,521万円の増となっています。特に歳出額が大きい

令和２年度は、特別定額給付金の 25 億 4,870 万円が主な増加の要因となっていま

す。 

 

（７）繰出金 

繰出金については、法令の定めや繰出基準等に基づき一般会計から他の会計など

異なる会計間において支出される経費です。 

令和６年度決算額は８億 9,714万円で、令和元年度と比較し△21.6％、2億 4,760

万円の減となっています。一方、特別会計の繰出しについては横ばいの状況です。 
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一般会計歳出決算額の推移（令和元年度～令和６年度） 
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 ３ 主要な財政指標の状況 

 

（１）財政力指数  
財政力指数は、地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財

政需要額で除して得た数値の過去 3年間の平均値であり、財政力指数が高いほど、 

普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえます。 

本町の財政力指数は、令和６年度では 0.741 となり、県内町平均 0.652 と比較

して高いと言えます。これは、歳入に占める町税の割合が 40％前後と、安定して

収入されているためです。 

 

 
 

（２）実質公債費比率 

実質公債費比率は、借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを標準財政

規模に対する割合の３ヵ年の平均値で表したものです。 

本町の実質公債費比率は、令和６年度決算で 8.6％であり、令和元年度の 7.4％

から 1.2 ポイント増加しており、国で定めている早期健全化基準の 25％を下回っ

ているものの、県内町平均、全国市区町村平均を上回っています。 

これは、大規模事業の償還が開始されたことによる元利償還金等の増加による

ものです。 
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（３）将来負担比率 

将来負担比率は、地方公共団体の借入金（地方債）など、現在抱えている負債

の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものです。 

本町の将来負担比率は、令和３年度まではプラスの状況でしたが、令和４年度

より△7.7％とマイナスに転じ、令和５年度決算では△13.7%、令和６年度決算で

は△12.8％となりました。 

 

 
 

 

（４）経常収支比率 

経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するための指標として用いられてい

ます。また、一般的にはこの比率は町にあっては 75％程度であることが妥当とさ

れています。 

本町においては、令和元年度から令和６年度のすべての年度において県内平均

を上回っている状況となっています。主な要因としては、人件費や扶助費、公債

費といった経常経費が増加傾向にあることが考えられます。 
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４ 町債残高の状況 

 

町債残高については、投資的経費の抑制や臨時財政対策債の発行可能額が減少したこ

と等により、元金償還金が町債発行額を上回ってるため減少傾向にあります。 
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５ 基金の状況 

 
財政調整基金は、消費税交付金や交付税が増加傾向にあることや、新型コロナウイル

ス感染症による事業の縮小等により、令和元年度の７億 360万円から令和６年度の 10億

4,052万円と、約３億 4,000万円の増となりました。 
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第３項 主な事業の実施状況（令和２年度～令和６年度） 
 

１ ３重点施策による事業の実施状況         ※令和７年度は予算額 

 

（１）「安全、安心のまちづくり」 合計 １，９６６，６９７千円 

・防災行政無線整備事業         ３２，９９６千円【令和２～７年度】 

・川西地区防災広場整備事業       ６４，５５４千円【令和２～４年度】 

・通学路安全対策事業         ２０２，４４７千円【令和２年度】 

・常備消防事業          １，４６７，７２４千円【令和２～７年度】 

・消防団ポンプ自動車更新事業      ６１，７３７千円【令和３～４年度】 

・公共交通活性化事業         １３７，２３９千円【令和２～７年度】 

 

 

（２）「少子高齢化対策」     合計 １，４３９，９４０千円 

   ・総合サポートセンター事業       ３３，７８９千円【令和２～７年度】 

・小学校校舎大規模改修事業      ６２５，３９６千円【令和３～６年度】 

・出産祝金支給事業           ２２，８２０千円【令和２～７年度】 

   ・第３子以降小中学校等入学祝金支給事業 １４，７５０千円【令和２～７年度】 

   ・こども医療費助成事業        ５９６，９７３千円【令和２～７年度】 

   ・高齢者対策支援事業         １４６，２１２千円【令和２～７年度】 

   

 

（３）「町の活性化策」      合計 １，５３７，７７７千円 

・企業支援事業            ４２５，６００千円【令和２～７年度】 

・中谷地区土地改良事業        １０７，４４２千円【令和２～７年度】 

・道路新設改良事業          ８４８，４７９千円【令和２～７年度】 

・健康タウンのぎ事業           ９，７９０千円【令和２～７年度】 

・いちご一会とちぎ国体事業      １０３，９４６千円【令和２～４年度】 

・定住促進事業             ４２，５２０千円【令和２～７年度】 
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第４項 財政の見通し（令和８年度～令和 12年度） 

 
１ 推計方法 

財政見通しの推計方法については、令和６年度一般会計決算額及び各課に対し実 

施した事業費見込みの調査結果等に基づき試算しました。 

 

【歳入】 

推　計　方　法

個人住民税
過去の実績及び景気の回復基調や賃金上昇は見込むが、生産年齢

人口の減少を考慮し推計した。

法人住民税 過去の実績に基づき推計した。

固定資産税
過去の実績及び評価替え等による変動や工業団地内企業の増設に

伴う増収を考慮し推計した。

軽自動車税 過去の実績に基づき推計した。

町たばこ税 過去の実績に基づき推計した。

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金

普通交付税
令和７年度の交付税算定を基準に町税等の変動要因を考慮し推計

した。

特別交付税 過去の実績に基づき推計した。

財政調整基金、減債基金、義務教育施設整備基金等を活用する

が、その活用については最小限にとどめることとした。

令和６年度実績とほぼ同額で推移すると推計した。

過去の実績及び各課調査結果に基づき推計した。

各課調査結果に基づき推計した。

繰入金

繰越金

諸収入

町債

地方交付税

分担金・負担金

過去の実績及び各課調査結果に基づき推計した。
使用料・手数料

国庫・県支出金

財産収入・寄付金

実績を考慮し令和８年度当初予算と同額とした。

科　　目

町税

譲与税・交付金
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【歳出】 

推　計　方　法

・職員給等については、後述する「職員給与等の削減目標」に基

づき、予想される定年退職者、新規採用職員、再任用職員数の増

減等を考慮し推計した。

・議員報酬については、共済費の変動は見込まず、令和８年度当

初予算額と同額とした。

・非常勤特別職については、過去の実績及び各課照会結果に基づ

き推計した。

各課調査結果に基づく事業費を考慮し推計した。

既借入分に各課調査結果に基づき試算した新規起債発行分の利子

償還額を加算し推計した。

（償還期間３～20年、据置期間３～５年、利率1.3％で試算）

過去の実績及び各課調査結果に基づき推計した。

過去の実績及び各課調査結果に基づき推計した。

各課調査結果に基づき推計した。

各課調査結果に基づく事業費に役場庁舎建設のための積立金を考

慮し推計した。

各課調査結果に基づき推計した。

過去の実績及び各課調査結果に基づき推計した。

各課調査結果に基づく事業費を考慮し推計した。

R8当初予算と同額を計上した。

繰出金

投資的経費

予備費

科　　目

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資・出資金・貸付金

扶助費

人件費

 
 

２ 財政見通し 
 

【歳入】 

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

3,898,888 3,886,937 3,857,671 3,828,884 3,789,238

846,443 846,443 846,443 846,443 846,443

1,390,000 1,398,153 1,421,979 1,444,722 1,477,212

51,030 50,905 50,780 50,655 50,530

35,365 35,865 36,365 36,865 37,365

1,417,112 1,415,060 1,468,956 1,463,875 1,455,115

915,087 902,180 924,898 886,454 899,825

61,637 66,637 71,637 76,637 81,637

56,195 55,985 55,568 55,568 55,568

443,500 634,700 768,400 685,700 709,000

135,700 135,471 135,451 135,657 136,025

404,043 570,664 526,852 584,540 565,042

（うち基金繰入） 390,000 554,970 510,902 568,329 548,565

9,655,000 9,999,000 10,165,000 10,096,000 10,103,000

繰越金

繰入金

合計

使用料・手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入・寄付金

諸収入

町債

（単位：千円）

歳入（科目別）

町税

譲与税・交付金

地方交付税

分担金及び負担金
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【歳出】 

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

1,699,348 1,709,582 1,730,428 1,701,931 1,725,379

2,272,449 2,313,483 2,350,468 2,383,935 2,418,315

728,270 682,828 647,469 613,748 580,785

1,709,741 1,734,488 1,725,970 1,739,280 1,755,109

65,068 65,057 65,057 65,057 65,057

1,644,339 1,623,497 1,600,397 1,539,031 1,493,831

39,309 59,306 59,306 59,306 59,306

12,641 12,645 12,645 12,645 12,645

926,985 926,523 929,156 931,973 934,974

536,850 851,591 1,024,104 1,029,094 1,037,599

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

9,655,000 9,999,000 10,165,000 10,096,000 10,103,000

投資・出資・貸付金

繰出金

投資的経費

予備費

合計

扶助費（義務的経費）

公債費（義務的経費）

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

（単位：千円）

歳出（性質別）

人件費（義務的経費）
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３ 財政見通しの概要と課題 
 

（１）歳入の見通し 

歳入の根幹となる町税収入については、野木第二工業団地の造成が完了したことに

より固定資産税の大幅な増加は見込めないことなどから、やや減少傾向と見込んでい

ます。 

また、地方交付税については、町税収入の増減によって基準財政収入額が変動する

ため、やや増加傾向で推移することが見込まれます。 

国庫・県支出金については、扶助費の増加及び投資的経費に係る事業の実施状況に

応じて増減するものと考えられます。 

町債については、施設の老朽化等に伴う改修事業の経費に充てるため、令和 10 年

度には一時的に増加するものと見込んでいます。 

 

 

（２）歳出の見通し 

歳出については、高齢化の進展等による社会保障費の増加に加え、老朽化した公共

施設の改修等の経費が増加の要因となっています。 

義務的経費である人件費はほぼ横ばいで推移するものと思われますが、扶助費は 

幼児教育無償化事業等により増加傾向で推移すると見込んでいます。また、公債費に

ついては地方債の新規発行に伴う元金償還が始まる一方、償還が完了するものもが多

く見込まれることから減少傾向で推移するものと思われます。 

また、公共下水道事業への負担金が減少傾向で推移すると見込まれることから、経

常的経費である補助費等については減少していくものと思われます。 

投資的経費については、老朽化した公共施設の長寿命化事業等が見込まれますが、

年度間で事業の調整を行うことにより、負担については最小限にとどめたいと考えま

す。 

 

 

（３）町債残高の見通し 

町債の年度末残高は、当該年度の町債の「発行額」が「元金償還金」を上回る場合

に増加することになります。 

今回の財政見通しにおける投資的経費の状況等から試算される町債の発行額及び公

債費のうち町債の元金償還額によると、町債残高は若干の上昇傾向で推移し、令和 12

年度末には約 63億２千万円の見込みと試算しています。 

 

（単位：千円）

区　分 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

町債発行額 443,500 634,700 768,400 685,700 709,000

元金償還額 688,522 660,326 622,364 633,752 596,925

町債残高 6,030,963 6,005,337 6,151,373 6,203,321 6,315,396

町債残高の見通し（令和８年度～令和12年度）
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（４）基金残高の見通し 

財政調整基金については、今後の社会変動や緊急課題に的確に対応するためにも一

定の基金残高が必要不可欠です。このことから、当該基金残高については、望ましい

とされる標準財政規模（注１）の 10％程度である６億円以上を常に確保できるよう努

めます。 

（単位：千円）

区　分 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

財政調整基金 1,142,718 1,087,748 1,056,846 968,517 899,952

減債基金 113,260 113,260 113,260 113,260 113,260

その他特定目的基金 583,338 635,912 688,486 741,060 793,634

基金合計 1,839,316 1,836,920 1,858,592 1,822,837 1,806,846

基金残高の見通し（令和８年度～令和12年度）

 
※（注１）：標準財政規模とは、地方公共団体の一般財源の標準規模を示すものです。野木町の 

令和７年度標準財政規模は、61 億 7,527 万円となります。 

※ 令和７年度末現在高見込みは合計で約 17 億 3,674 万円ですが、財政計画に基づき基金繰入

を行った場合、令和 12 年度末現在高見込みは約 18 億 685 万円となります。 

 

 

（５）財政見通しの課題 

本町の財政見通しについて、予算総額は施設の老朽化等に伴う改修工事の実施が想

定される令和 10年度をピークに、その後はおおむね横ばいで推移していくものとみら

れます。令和 12年度末には、地方公共団体財政健全化法に基づく指標である実質公債

費比率は元利償還金等の額の減少により 7.7％（早期健全化基準：25%）程度と見込ま

れ、将来負担比率は基準財政需要額算入見込額の増加が見込まれるため△24.3%（早期

健全化基準：350%）と試算しております。令和６年度決算と比較するといずれも減少

となり県平均を下回るほか、将来負担比率については全国平均も下回ると想定してい

ます。 

また、自主財源比率については５カ年平均で 47.3％と推計され、県平均を下回ると

想定しています。 

町は、現在健全な財政運営に努めているところではありますが、昨今の経済状況や

社会情勢は著しく変化していることから、それらの財政運営に及ぼす影響等にも柔軟

に対応するとともに、時代の変化に伴う新たな行政需要にも的確に対応する必要があ

ります。 
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第５項 今後見込まれる主な事業（令和８年度～令和 12年度） 

 

１ ３重点施策による事業 
 

（１）「安全、安心のまちづくり」  合計 １，６６７，４１５千円 

・常備消防事業          １，３０９，２３９千円【令和８～12年度】 

・消防ポンプ車購入事業         ２２，０５１千円【令和 12年度】 

・防災行政無線更新事業        １４５，０００千円【令和 10年度】 

・川西地区水防拠点整備事業       ４２，０００千円【令和８～９年度】 

・公共交通活性化事業         １４９，１２５千円【令和８～12年度】 

 

 

（２）「少子高齢化対策」      合計 １，５８９，２９８千円 

・結婚新生活支援事業          ２４，０００千円【令和８～12年度】 

・こども医療費助成事業        ６８４，１００千円【令和８～12年度】 

・高齢者対策支援事業         １４６，８８３千円【令和８～12年度】 

・総合サポートセンター事業       ４２，９６０千円【令和８～12年度】 

・小学校屋内運動場空調設備設置事業  ２６１，７１５千円【令和８～９年度】 

・小学校屋内運動場照明 LED改修事業   ５０，０００千円【令和９年度】 

・中学校校舎長寿命化事業       １８５，０００千円【令和９～12年度】 

・幼児教育無償化事業         １９４，６４０千円【令和８～12年度】 

 

 

（３）「町の活性化策」       合計 １，６３２，９５３千円 

・定住促進事業             ５５，４８４千円【令和８～12年度】 

・企業支援事業            １４５，７８３千円【令和８～11年度】 

・県営土地改良事業（中谷地区）    １４８，４３２千円【令和８～10年度】 

・道路新設改良事業          ４８２，６６８千円【令和８～12年度】 

・町道二級幹線５号線他１路線（調整池）改良事業 ４３６，１００千円【令和８～12年度】 

・公共施設等長寿命化事業       ３２６，２８６千円【令和８～12年度】 

・沿道系利用ゾーン推進事業       ３８，２００千円【令和８～12年度】 
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第６項 歳入の適正な確保及び歳出の削減 

 

１ 歳入の適正な確保 
（１）町税 

歳入の根幹である町税については、課税客体等の的確な把握を行い税負担の公平に

努めるとともに、不適正な行為に対しては厳正に対応しつつ着実な滞納整理を図り、

徴収の確保に努めます。 

 

（２）国県補助金の積極的な活用 

 国庫支出金及び県支出金については、国、県の動向を常に把握しながら情報取集に

努め、制度の趣旨や要件を的確に把握し、積極的かつ計画的に活用します。 

 

（３）町債の有効活用 

 町債については、まちづくりの基盤を整備するための財源として、世代間の負担の

公平性や年度間の財政負担の平準化を図るため有効に活用します。交付税算入率の高

い事業債を優先的に活用し、交付税算入のない町債発行は必要最低限に抑制します。 

 

 
２ 歳出の削減 
（１）投資的経費 

 投資的経費については、限られた財源を有効に活用するため、事業の必要性や効果

を精査しつつ、公共施設総合管理計画、長寿命化計画及び国土強靭化計画に基づく事

業など優先順位を明確にしたうえで、計画的かつ効果的に削減を図ります。また、引

き続き国県補助金や交付税措置のある有利な地方債を活用するとともに、ＰＦＩなど

の民間活力の活用を検討し、投資的経費にかかる一般財源の削減に努めます。 

 

（２）特別会計繰出金等の抑制 

 国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計については、

法定外及び基準外の繰入れを従来どおりしないこととし、地方公営企業法の全部適用

となっている水道事業会計及び下水道事業特別会計においては、独立採算の考えのも

と、使用料の適正化、管理経費の抑制、接続率の向上を行い、事業の平準化及び工事

コストの縮減を実施することで、一般会計からの補助等の抑制を行います。 

 

（３）補助費 

 各種イベントに対する補助金については、費用対効果の検証を行い経費削減に努め

ます。 

 個人及び各種団体に対する補助金については、補助金制度等の公益性や有効性を再

検証することで交付目的を明確化し、廃止または統合、交付率及び交付額、交付期間

を再度検討し、可能な限り縮減できるよう見直しを図ります。 

 

（４）物件費等のランニングコストの縮減 

 施設管理経費等の委託料が多くを占める物件費等については、業務内容の見直しを

行い、業務の効率化や無駄の排除、財源の適正分配を図るとともに、民間活力・ボラ

ンティアの活用などにより経費の削減に努めます。 
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（５）人件費 

 人件費については、計画的な人材確保を行うとともに、事務事業の見直しや事務の

効率化等を行うことで、時間外手当の抑制や職員数の適正化に努めます。また、正規

職員とのバランスに留意しながら会計年度任用職員の適正配置を実施し、町民サービ

スの維持、向上に努めます。 

 

（人）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

158 160 160 160 160

4 5 5 4 7

定年退職者数 1 1 1 0 3

普通退職者数 3 4 4 4 4

7 7 5 4 7

○職員数の年度別定員管理計画（一般会計分）

職員数

前年度退職者数

新規採用予定者数  
 

 

（千円）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

626,975 639,441 654,766 656,705 682,993

508,916 506,258 506,040 496,927 500,646

203,011 201,438 200,970 196,281 198,000

1,338,902 1,347,137 1,361,776 1,349,913 1,381,639

給料

職員手当等

共済費

合　計

○職員給与費等の見込み

 
 

 

（千円）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

168,893 169,000 169,000 169,000 169,000

47,540 47,600 47,600 47,600 47,600

31,067 31,100 31,100 31,100 31,100

247,500 247,700 247,700 247,700 247,700

報酬等

手当

共済費

合　計

○会計年度任用職員報酬等の見込み
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第７項 健全な財政運営のための対応策 

持続可能な行政サービスを維持しながら、将来の世代に過度な負担を残さないよう、財

政の健全性を確保するために以下の対応が必要と考えます。 

 

１ 財政構造の弾力性の確保 
 

（１）自主財源の確保（経常収支比率の 80％台を目指す） 

 自主財源を確保するため、優良企業の誘致や定住促進などの対策を図るとともに、

ふるさと納税等の寄付の促進、広告事業の展開、ネーミングライツ事業、クラウドフ

ァンディング等の新たな財源創出に努めること。 

 また、使用料及び手数料の適正化を図るため、社会経済情勢に応じて見直しを図る

こと。 

 

（２）経常的経費の縮減 

 経常的経費の縮減にあたっては、スクラップ・アンド・ビルドの観点から事務事業

の見直しや効率化を図り、限られた行政資源の分配の最適化に努めること。 

 

（３）補助金等の整理合理化 

 補助金等については、補助制度等の公益性や有効性を再検証することで交付目的を

明確化し、廃止または統合、交付率及び交付額の縮減、交付期間に終期を設定するな

どの見直しを図ること。 

 特に、町単独補助金及び国・県制度に金額の上乗せ並びに対象の拡大等を行ってい

るものについては、その効果等を再度検証し、その縮減に努めること。 

 

２ 財政運営の安定性・継続性の確保 
 

（１）基金の適正な運用 

 財政調整基金については、今後の社会変動や緊急課題に的確に対応するため、望ま

しいとされる標準財政規模の 10％程度である６億円以上の残高を常に確保できるよう

努めること。 

 また、積立基金については、大規模事業及び公共施設の老朽化対策等に備えなけれ

ばならないことから、より一層の事業計画の見直しを図り、計画的に基金積立を実施

し基金残高の確保に努めること。 

 

（２）計画的な施設整備事業の実施 

 施設整備事業の実施については、国庫・県補助金等の確保に努めるとともに、事業

の効果や整備期間等について十分に検証し、ＰＦＩなどの民間活力の活用も検討しつ

つ、計画的な整備に努めること。 

 また、事業の目的や効果を損なわない範囲での施設規模・設備内容の見直しを図り、

経費の圧縮に努めるとともに、施設整備後の維持管理費用や補修経費についても勘案

し、ランニングコストを圧縮することのできる施設整備に努めること。 

 既存の施設についても町有財産全体の中での位置づけを明確にし、長期的な展望に

立って既存施設の長寿命化などにより施設の有効活用に努めること。 

 

（３）町債活用の適正化 

 町債については、世代間の負担の公平性や年度間の財政負担の平準化を図るため、

有効に活用する一方で、将来世代に過度な負担とならないよう、事業の選択、普通交

付税への算入状況、償還計画や残高見込みも勘案しながら適正かつ計画的に発行する

こと。 
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第８項 むすびに 

 

 この財政計画は、現行の地方財政制度及び現時点での社会経済情勢を前提として策定した

ものです。したがって、社会情勢の変化や国の制度改正等により、本計画では想定していな

い施策を実施することも想定されますので、その際には庁内で十分に協議し、必要に応じて

計画の見直しを行ってまいります。 

 現在、当町の財政指標は、おおむね健全性を保って推移しておりますが、今後、公共施設

の大規模改修や長寿命化などが見込まれる中で、必要不可欠な事業は実施しながらも、財政

状況が大きく悪化しないようにしなければなりません。 

 そのために、本財政計画に基づき歳入増に向け努力するとともに、引き続き歳出削減策に

取り組み、予算の組み立てと行政執行を着実に実行し、将来的な財政運営の健全性を確保し

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


